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1　問題の所在

　かつてイギリスにおける国家経費膨張の過程を歴史的に考察したピーコック（A．T．　Peacock）と

ワィズマン（J．Wiseman）は，次のような事実を指摘した。すなわち，1890年から1955年にいたる

イギリス国家歳出の伸びを統計的に分析してみると，この間の国家歳出が人口1人当り実質価値で

7倍に増大したのに対し，GNPは1．75倍に増加したにすぎない。この結果，　GNPに対する国家歳出

の割合は，1890年の9％から1955年の37％へと飛躍的に上昇したというのである1》。そして彼らはこ

の飛躍的な経費膨張を説明するにあたり，転位効果（displacement　effect）と集中過程

（concentration　process）という2つの観点を導入したのであった2）。転位効果とは，大規模な社会

的混乱や戦争などの際に従来の課税と財政規模の水準が突破され，その水準が容認されてしまうと

混乱がすぎ去ったのちももとの水準には戻らず，新たな高原状態で推移するというもので，経費膨

張にはある段階から次の段階への水準の置き換えと時間的パターンが認められるというのである。
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通常の状態では社会的サービスの提供を望みながらも，それに対する拠出，税の支払いに否定的対

応を示していた社会が，戦争等の大規模な社会的混乱期にそれに応じた租税支払いを容認してしま

うと，その後の平時の社会状態において．もそれまでの行政サービスの提供の維持を求め，それに応

じた租税の負担が通常の状態となるのである。したがって，この転位効果が生ずるためには，それ

に応じた担税力の上昇が社会的に認められなければならないし，拠出にあたっての公平な負担の原

則が確保されなければ，社会的不満を増幅することにもなりかねないのである。また，この経費膨

張と同時に国民大衆が教育・保健・年金等の社会的給付に対して均一のサービス提供を要求するよ

うになり，国家財政が地方財政に優越し，財政の集中化をもたらすというのが集中過程である。ピー

コックとワイズマンは1890年から1955年にいたるイギリスの国家歳出を歴史的に分析し，この転位

効果と集中過程が第1次大戦後と第2次大戦後に顕著にあらわれたとしているのである。

　ところで，ピーコックとワイズマンが飛躍的な国家経費の増大を認めた第1次大戦前において

も，イギリスにおける経費膨張はすでに20世紀初頭の段階で顕在化していたように思われる。経費

膨張そのものは，19世紀後半より徐々に目立ちはじめるようになるが，その傾向を決定づけたのは

世紀転換期に生じたボーア戦争（1899－1902年）であった。この戦役により，19世紀末には約1億

ポンド程度であったイギリスの国家歳出は，戦時中には2億ポンド弱へと急膨張し，戦争終了後も

戦前の水準には戻らず，戦前水準の約1．5倍程度で推移することとなった3｝。今世紀初頭のボーア戦

争後においても，前述したような転位効果と認められるような経費膨張が生じていたのである。

　では，当時のイギリスはこうした経費膨張にどのように対応したのであろうか。経費膨張を長期

的傾向として容認するのであれば，それに対応した歳入の増加がはかられねばならない。しかも公

債発行がきびしく抑制され，財政均衡主義が財政政策の基調をなしていた第1次大戦前において

は，歳出の増加に対しては租税徴収の増加による歳入の増加が対応しなければならなかった。こう

した状況のなかで，イギリスは今世紀初頭において膨張する経費に対応するため，税収構造の変化，

すなわち歳入の基幹をなす税収を間接税中心主義から直接税中心主義へと転換し，その増税と累進

化によって税収の増大をはかったのである。とりわけ所得税は税収構造の中心をなす基幹税として

位置づけられ，第1次大戦勃発以前の1907～1910年にかけて，その増税と累進化による増徴がおし

すすめられたのであった4）。

　このように今世紀初頭のイギリスは，膨張する経費に直面して，税収構造の転換を通した所得税

の累進化・基幹税化をもって対応したのであるが，こうした税収構造の中心をなす税目の決定にあ

たっては，それに応じた担税力が納税者側にそなわっていなければ，長期的な展望をもった租税体

系の構築をめざすことは不可能なことであろう。そこで本稿では担税力の成長という観点から，20

世紀初頭のイギリスにおける経費膨張の問題とそれに対応する税収構造の変化を概観していこうと

思う。担税力の弱い階層への過重な負担の強要は，社会不安を増大させ，やがては民主主義の疲弊，

国家の貧困をもたらすであろう。20世紀初頭のイギリスにおいては，所得税を基幹税とし，その増

税・累進化をおしすすめることによって，租税の公平な負担がはかられるという社会状況が存在し
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たと思われるのである。以下，こうした社会状況を分析することにより，転位効果を可能ならしめ

た担税力の成長の背景を明確にしていくこととしよう。

ll　20世紀初頭のイギリス社会

　ヴィクトリア女王（Victoria，在位1837－1901年）の64年におよぷ長い治世のあと，20世紀初頭の

わずか10年間という短い期間で終わったエドワード7世（Edward　VH，在位1901－10年）の治世は俗

にエドワード期と呼ばれ，多くの歴史的関心が寄せられるいわば転換期として注目を集めてきた。

産業革命後の40年程に相応するヴィクトリア前・中期は，イギリスが「世界の工場」として君臨し

た絶頂期であったのに比較し，その後期はイギリス経済が長期にわたる大不況（およそ1870－93年）

を経験したこともあり，年とともに厳格さを増す女王のもとで社会はいささか暗い表情をみせてい

た。これに対して，女王みずからが奢修好きと軽蔑したエドワード7世の即位は，20世紀の幕あけ

とともに華やいだ雰囲気を社会にもたらし，イギリスはつかの間の繁栄期を迎えることとなる。事

実，エドワード期を表現するにあたって，この時代をイギリス最後の栄光の時代とみなす見解も数

多くみられ5），後発資本主義諸国との激しい競争にさらされていた綿業でさえも，好調な業績であっ

たことが伝えられているのである6｝。

　ところが，こうした繁栄の内容に関してはいささか疑問がさしはさまれるのである。まずこのエ

ドワード期の繁栄が，主としてロンドン・シティの金融利害と関連をもつ投資階級と，輸出の好調

が伝えられるランカシャー綿業に限ったことであったということである。後発資本主義諸国との激

しい競争のなかで，海外市場はおろか国内市場までをも侵食されつつあったバーミンガム鉄鋼業資

本は，その窮状打開のため，保護関税の設定をイギリス政府に要求してくることとなる。輸入関税

の設定による国内市場の保護，ひいては帝国関税同盟の締結による帝国内市場ク）保護を求めたバー

ミンガム鉄鋼業資本の要求は，その政治的デマゴーグたる強力なる帝国主義者J．チェンバレン（J．

Chamberlain）の運動（いわゆるチェンバレン・キャンペーン7））によって代表されるが，この運動

もイギリス国民全体によって支持されることはなかった。関税改革問題を争点とした1906年総選挙

における自由党の地すべり的大勝は8），イギリスに保護関税の設定を放棄させ，自由貿易の継続を選

択させることとなった。自由党が提唱する自由貿易は，好調な輸出に支えられたランカシャー綿業

資本の要求であり，莫大な対外投資から多額の利益配当を実現させていたシティ金融利害と投資階

級の要求であり，安価な食糧の輸入による「税抜きの朝食」のための労働者階級の要求であった。こ

の複雑な三つ巴の利害の相関を，ここでやや詳しくみてみることとしよう。

　イギリスは19世紀中頃よりヨーロッパ・北米を中心に資本輸出を展開し始めるが，19世紀末頃よ

りその資本輸出の中心はしだいに後進諸国，すなわち第一次産品諸国へと移動・集中していった。

イギリスから後進諸国への投資は鉄道や原料・食糧生産プランテーションを中心として展開され，

それら第一次産品生産の拡大とそのヨーロッパ（イギリスを含む）・北米工業諸国への輸出の増大

は，後進諸国にイギリス工業製品の輸入に対する支払い対価の入手を可能ならしめ，イギリス工業
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製品，とりわけ綿製品の輸出市場を確保するとともに，後進諸国の経済発展を一次産品生産に集中

化させるように崎型化させ，イギリス本国からの投資に対する高い利益配当の還流を実現させた。

事実，1920年以降は急速な衰退をみせたとはいえ，20世紀初頭のイギリス綿業の市場基盤は，イン

ド・アジア諸国や中南米・アフリカ等の後進地域に存在したのである9》。またイギリスが自由貿易

体制を堅持し，後発資本主義諸国からの工業製品輸入に対して本国市揚を開放し続けたことは，後

発資本主義諸国に後進諸国からの原料・食糧輸入に対する支払対価の入手を可能ならしめ，後進諸

国からそれら後発資本主義諸国への一次産品輸出をより一層増大させ，後進諸国の経済発展をより

一層崎型化させつつ，さらなる資本輸出の原資となる利益還流をイギリス本国にもたらした。こう

して19世紀末以降自由貿易と資本移動の自由を基礎とした多角的貿易決済機構が確立され1°），世界

貿易の発展にともなう為替手形決済のロンドン金融市場への集中とそこへの短期資金の流入，対外

投資とそれに対する利益還流の窓口としてのロンドン金融市場への長期資金の流入により，シティ

はこの多角的貿易決済機構の要として，イギリス金融帝国の頂点に君臨することとなったのであ

る。またイギリスは産業革命以降，綿工業を主導として「世界の工場」としての地位を築きあげた

が，大量の原料や食糧輸入のために貿易収支に関しては常にわずかながらの赤字を計上し，それを

運輸・保険・金融等の貿易外収支からの大幅な黒字でおぎなって国際収支の黒字を実現し，対外投

資のための資金を国内に滞留させていた。そして19世紀末以降の資本輸出の拡大と多角的貿易決済

機構の確立は，この構図を増幅・定着させることとなり，イギリスはまさに「世界の工場」から「世

界の銀行」へと変貌しつつあったのである。こうした状況下において，自由貿易はランカシャー綿

業にとって市場確保のための有効な方策とみなされ，一次産品諸国への莫大な投資を展開しつつ

あった富裕階級やそれを媒介するシティ金融利害にとっては，高い利益配当を実現させるための基

本政策とみなされたのである。さらに加えて，労働者階級にとってみれば，保護貿易による雇用確

保という将来的見通しよりも，自由貿易による安価な食糧の輸入，〔税抜きの朝食」の提供という政

策のほうが，はるかに現実的重要性をもつものであった。

　以上が三者三様の自由貿易の選択による利益の共有の内容であったのであるが，それは多くのイ

ギリス産業の犠牲のうえに築き上げられた砂上の楼閣のごときものであった。イギリス金融帝国

は，その蓄積構造のなかから確実に国内における生産過程を脱落させつつあったのである。しかも

こうした機構のもとで，前二者すなわちランカシャー綿業とシティ金融利害・投資階級がエドワー

ド期の繁栄をそれ相応に享受しえたのに対し，労働者階級がそれと同様に繁栄の恩恵を受けたかど

うかに関しては，多大な疑問が残るのである。

　「……英米独仏その他の諸邦，国は著しく富めるも，民ははなはだしく貧し。げに驚くべきはこれ

ら文明国における多人数の貧乏である」11）。1916年9月，河上肇は『貧乏物語』の新聞連載をこのよ

うな記述をもってはじめた。さらに氏はロレンツ（Lorenz）曲線を用いてこれら諸国の富の分布状

況を図示し，イギリスにおける富の分配が，平等分配の線から最も乖離していることを示したので

あっだ2｝。19世紀末頃よリアメリカ，ドイツの急速な経済発展に脅かされつつも，当時なお世界で最
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も富める国イギリスにおいて，貧しい人々が最も多いと氏は認識したのである。またホブズボーム

（E．J．　Hobsbawm）は労働者の生活水準の長期的趨勢を概観し，ヴィクトリア中期の黄金時代には

それ以前と比較してほとんどの労働者の生活水準は上昇し，イギリス経済の長期的衰退期とされた

大不況期にも継続的にそしてより一層その状況は改善されたが，実質所得に関しては世紀転換期に

その改善が止まり，第1次世界大戦にかけて低下の傾向さえみせるよ’ ､になったと述べている13）。そ

してこの豊かさの中にある貧困の問題は，奢f多的階級の象徴たる国王エドワード7世とそれをとり

まく上流階級の饗宴が華やかであればある程14｝，強烈に当時の見識ある人々の注目を集めたので

あった。いわゆる繁栄の内部に潜在する「貧困の発見」15）である。イギリス最後の栄光の時代は，

まさに貧富の差が顕著に拡大した時代でもあったわけである。

　このように世紀転換期のイギリスは，繁栄と窮乏が入りまじり，複合的な危機の時代を形成して

いたともいえる。危機の内容は前述した貧困の問題をはじめ，学校給食や老齢年金等の社会問題，

タフ・ヴェイル判決（Taff　Vale　Judgement，1901年）に代表されるような大型の労働争議や大量の

失業問題等の労働問題，婦人参政権，上院改革，アイルランド自治等をめぐる政治問題等多岐にわ

たり，緊急に解決されるべき難解な諸問題が国内に山積されていた16）。さらにこうした国内における

危機に加え，イギリスは世紀転換期頃より対外的な危機，いわゆる軍事的危機の時代を迎えること

となる。19世紀的世界がパクス・ブリタニカ（Pax　Brita㎜［ica）によって特徴づけられるとすれば，

19世紀末から20世紀初頭へかけての世紀転換期は，ヨーロッパを中心とする世界における新たな緊

張の時代の到来といってもいいであろう。アジア・アフリカ地域における先進資本主義諸烈強の市

場争奪競争と軍事的対立のなかで，イギリスはドイツ帝国主義の強引な軍拡政策に対し，ナポレオ

ン戦争以降はじめてヨーロッパに軍事的脅威を感じたのであった17）。こうした事態に直面し，イギリ

スはパクス・ブリタニカ維持のため，海軍力の増強を中心とした軍備拡張政策に奔走することとな

る。

　こうした帝国の維持・拡張のための軍事支出の増大に加え，帝国政策の遂行を現実に支える人民

（Imperial　Race）の育成，すなわち一般国民に帝国の一貝であることを自覚させるための諸施策に

対しても，イギリス政府は多くの出費を考慮しなければならなかった18）。世紀転換期における経費膨

張は，いわば内政・外交両側面が一体となった帝国政策遂行の必要から必然的に生じたものであっ

たといえよう。戦地におもむく人民に死すべき祖国を与えることなしに，帝国主義戦争を勝ち抜く

ことは不可能なことであったのである。ドイツにおけるビスマルク（0．Bismarck）の家父長的社会

政策の早期的実現は，こうした背景を如実に示すものであろう。また1884年のイギリス第3次選挙

法改正は，成年男子労働者あほとんどに選挙権を与えることとなり，以後各政党は労働者階級への

諸政策を明確に主張することなしに総選挙を戦うことも不可能となった。自由放任主義を基調とし

たイギリスの社会政策は，こうして世紀転換期にその方針転換を余儀なくされるのである。いわゆ

る自由主義の変容，自由放任主義から「新自由主義」への転換が社会政策に反映されてくることと

なるのである19｝。ここに経費抑制策から経費膨張の容認へ，すなわち「小さな政府」から「大きな政
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府」への方針転換が現実のものとなり，この膨張する経費に対応しうる税収構造を確立させるため，

自由党政府は一連の所得税改革をおし進めていくこととなるのであった。以下，こうした所得税改

革を現実のものとした社会状況を，所得の分布という観点から詳しくみていくこととしよう。

1且1所得分布の状況と産業所得の成長

　膨張する経費に直面し，自由党が所得税を将来の基幹税とした背景には，所得税納税者にそれに

応じた十分な担税力とそれを受容する理由が存在したと思われる。ここではその豊かな担税力をみ

いだした社会状況を，イギリス内国税収入局（Iniand　Revenue）に残された所得税収入の内訳から，

所得の分布状況という観点で分析していこうと思う。

　まず20世紀初頭の所得の分布状況を考察する前に，イギリス経済がその絶頂期を迎えていたと思

われるヴィクトリア時代中期の1860年の所得税収入の内訳からみてみることとしよう。次に掲げる

第1表は1859年4月1日に始まりvt　1860年3月31日に終了した年度の所得税収入の内訳をスケ

デュール2°｝（schedule）別に示した表である。イギリスの所得税は分類所得税の形をとっており，所

得の源泉の違いにしたがってスケデュール別にAからEまでに5つに分類されて徴収されていた。

スケデュールAは不動産所得，すなわち土地や家屋の所有から生じる地代や家賃収入であり，土地

や家屋の年価値を課税標準として算定され，借地農ならびに借家人の地代・家賃から源泉徴収され

た。スケデュールBは土地の占有（耕作）から得られる所得，すなわち借地農の概算収益であり，

土地の年価値の1／2（1894年以降は1／3）を課税標準として課税され，借地農により納税された。ス

ケデュールCはイギリス，インド，その他英領植民地，諸外国の政府証券から生じる所得，いわゆ

る公債利子であり，できるかぎり源泉徴収されるが，イギリス所得税は受領地原則が実施されてお

り，イギリス国外で受領される利子は課税対象とならない。しかし，海外からの送金が利子収入で

あるか否かをみきわめることはきわめて難しく，「概して国外投資所得は租税を遽脱する」のであ

り，それを仲介するのがいわゆるシティの金融業者であった。シティの巨大銀行やマーチャント・

バンクを仲介して展開される莫大な海外投資の実態は21），銀行の内部資料や帳簿等が徴税当局に提

示されない限り解明不可能であり，その正確な所得捕捉はきわめて困難であった。スケデュールD

は（1）商工業所得，（2）学者・専門職等からの所得，（3）私的な利子・配当，（4）海外証券からの利子配当，

（5）植民地・外国財産からの所得，（6）その他の所得とわかれ，株式公開企業の配当以外，自己査定（self・

assessment）にもとついて申告納税された。最後にスケデュールEは公務員（官吏）や株式公開企業

の被傭者，いわゆるホワイトカラー層の所得で，給与所得から源泉徴収されたのであった。また税

率は一定の比例税で，1860年当時の税率は1ポンド当り9ペンスであった。

　さて，第1表の内容をみてみると，産業革命を経過したイギリス経済が「世界の工場」としてそ

の栄光の絶頂期を迎えたヴィクトリア中期においても，土地，すなわち農業からの所得が全所得の

過半を占め，産業や投資関連の所得と比較してなお優越した地位にあったことがわかる。不動産所

得からの税収スケデュールAは全体の税収の46．3％を占め，これに借地農の概算収益からの税収ス
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第1表　スケデュール別税収額，1859－60年度

　　　　　　（単位：ポンド，括弧内は％）

税　収　額

A
B
C
D
E

4，532，870　（46．3）

@　549，509　（5．6）

P，040，775　（10．6）

R，012，935　（30，8）

@　653，394　（6，7）

計 9，789，483　（100，0）

Parliamentary　Papers，1860，　voLXXm，

Reports　from　Commissioners，　Inland　Revenue，　p．19（253）より作成。

ケデュールBの5．6％を加えると全体の約52％となる。スケデュールAの所得のうち，地代収入と家

賃収入の割合がこの段階では不明であるが，ともかく当時の社会では不動産の所有が最も大きな所

得を生む源泉だったのであり，ヒうした地主富裕層に所得が集中していたものと思われる。これに

対して産業関連のスケデュールDからの税収は全体の30．8％にとどまり，これにスケデュールEの

企業の被傭者の給与所得からの税収を加えても，おそらく全体の35％程度を占めていたにすぎない

のである。もちろん，こうした事実をもってイギリスの産業革命が長期にわたる連続的過程であっ

たとか，イギリス産業革命期といわれている時代の経済成長が，その前後と比較してそれ程きわだっ

たものではなく，イギリス工業化の現実過程は19世紀後半に生じたなどとはいえないが22），ともかく

当時のイギリス社会の中心を構成し，最も高額の所得を得ていた階層は，広大な農地を所有する地

主貴族層であったことはまぎれもない事実なのである。

　ではつぎに，ヴィクトリア中期の繁栄期からおよそ45年を経た20世紀初頭の所得税収入の内訳を

第2表でみてみよう。当時の税率は1ポンド当たり1シリングであるが，これを1860年当時の税率

に換算し，さらにスケデュールBでは1894年以降の課税標準が土地の年価値の1／2から1／3へと引き・

下げられたことも修正し，1859－60年度の税収のもととなった課税所得額を100とした場合の所得の

変化を示したのが表中の課税所得指数である23｝。表より総税収の絶対額は1860年の約980万ポンドか

ら1905年の約3，100万ポンドへと3倍強に増加し，それに対応する課税所得総額は2．37倍に増加した

計算になるが，その増加の内容は各スケデュールによってかなり異なることは注目に値する。不動

産所得のスケデュールAがこの間1．3倍の課税所得増にとどまり，借地農収益のスケデュールBに

至ってはO．43倍と低迷しているのに対し，産業所得のスケデュールDは4．54倍，給与所得のスケ

デュールEは2．91倍と大きな課税所得の伸びを示している。こうした事実は，この間イギリスが完

全に産業を主体とした経済構造を持つに至ったこと，また1870年以降の大不況期における運輸革命

とそれによる低廉な農産物の大量流入がイギリス農業に与えた壊滅的打撃の大きさを如実に示すも
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第2表　スケデュール別税収額，1904－5年度

　　（単位：ポンド，括弧内は％，指数は1859－60年度・100）

税　収　額 課税所得指数

7，884，804　（25．4）

@　210，256　（0．7）

Q，067，852　（6．7）

P8，261，716　（59．0）

Q，541，776　（8．2）

130

S3蟻

P49

S54

Q91

計 30，966，404　（100．0） 237

※1894年以降、スケデュールBの課税標準は、年価値の1／2から1／3へと

引き下げられたが、その変化も修正した指数。Parliamentary　Papers，

1906，voLXXVI，　Reports　from　Commissioners，　Insp㏄tors，　and　Others，

乃z伽ゴRevenue，　pp．199－225（617－643）より作成。

のであろう。産業関連所得のスケデュールDからの税収は全体の59％を占め，イギリスは文字通り

の工業国家としての様相を呈するようになったのである。これに対して，イギリス農業は完全にか

つての国民経済の基盤としての地位を喪失し，農地は急速に資産としての価値を失いつつあった。

1894年におけるスケデュールBの課税標準を土地の年価値の1／2から1／3へと引き下げた措置は，こ

うした農業不況に対する自由党の借地農＝農業資本家救済策のあらわれであり，同年の相続税改革

による不動産への課税強化とあわせ，自由党の土地政策の基本をなすものであった24）。農業不況と不

動産への課税強化という状況のもとで農地の資産としての魅力は減少し，イギリス地主貴族層はし

だいに土地・所領を売却して金融資産へとその資産内容を転換させていった。この過程はおそらく

農業不況以降徐々に進行し，自由党による地主層への最終的攻撃である地価税をもり込んだいわゆ

る「人民予算」の成立以後，一挙に顕在化することとなるのである。

　しかしながら反面，こうした農業不況の影響も受けず，安定した地代収入と土地資産価値の上昇

を享受した地主も存在した。それは都市ならびにその近郊に土地や建物を所有する地主である25）。前

述したようにイギリスが全面的に工業国家としての経済構造を持つに至ったことにより，人口は都

市ならびにその近郊に集中し，労働者の住宅用地や工場敷地は高い資産価値を持つようになった。

それはとりもなおさずイギリスの産業発展の賜物であり，スラム化する都市の荒廃をよそに，これ

らの資産を所有する地主たちは安定した不労所得と所有資産価値の不労増価を享受していたのであ

る。国王エドワード7世とそれをとりまく地主貴族層の饗宴は，こうした一部富裕地主層と土地か

ら金融資産への転換を進めつつあった富裕層を中心としたものであり，ここでも農業と労働者階級

を犠牲としたエドワード期の繁栄が浮き彫りにされるのである。

　それではつぎに，この急成長をとげたスケデュールDからの税収の内容をさらに詳しくみていく
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第3表　イギリスにおける産業所得の分布状況，1859－60年度

　　　（銀行・ディーラー等を除く，単位：ポンド，括弧内は％）

所得　層 査　定　数 所　得　総　額

100以下

P00～700

V00～2，000

Q，000超

18，205　（6．3）

Q56，397　（88．0）

P1，785　（4．0）

@　4，815　（1．7）

1，160，930　（1．3）

S3，885，091　（49．3）

P2，466，863　（14．0）

R1，488，128　（35．4）

計 291，202　（100．0） 89，001，012　（100．0）

Parliamentary　Papers，1870，　vol．XX，Reports　from　Commissioners，

Inland　Revenue，　Pp．202－206（580－584）より作成。

こととしよう。前述したように，スケデュールDの所得税は株式公開企業の配当以外は納税者の申

告にもとついて課税・納税されていた。徴税当局はまず免税点以上の所得のありそうな人物に申告

書を送付し，納税者はその申告用紙に必要事項を書き入れて徴税当局に返送したのち，その自己査

定の申告にもとついて納税するという方法である。また仮に納税者から申告書が返送されてこな

かった場合には，徴税当局が当該者の所得を推定したうえで公式の査定額を本人に通知し，納税者

はそれに従って納税するか，それに納得がいかない場合は提訴によって自己の所得額を証明したう

えで納税がおこなわれたのであった26）。

　こうして査定がおこなわれた1859－60年度の個人の所得を，免税点以下の年収100ポンド以下，中

産階級の下層を構成する年収100－700ポンドの所得層，中産階級の中層を構成する年収700－2，000

ポンドの所得層，そして中産階級上層と最富裕層を構成する年収2，000ポンド以上の所得層に分類し

たのが第3表である。表より年収100－700ポンドの中産階級下層がi査定数で全体の88％という圧倒

的多数を占め，所得総額でも全体の49．3％と約半分近くを占めているのがわかるであろう。またこの

段階においても富裕層への所得の集中はかなり顕著であり，年収2，000ポンド以上の所得層は査定数

では全体の1．7％を占めるにすぎないが，所得総額では全体の35，4％を占めていたのである。しかし

当時にあっては富裕層の資産の中心は土地を主体とした不動産にあったのであり，そこからの所得

であるスケデュールAの所得分布には，より一層の富の偏在が認められるものと思われる。ともか

くこの簡単な表からきわめて大胆な推量が許されるならば，産業所得に関する限り，ヴィクトリア

中期においても大企業や富裕資本家層への所得の集中はみられるもののそれ程極度という程のもの

ではなく，中産階級下層，いわばその後に中小企業を構成するような中小資本家層が数でも圧倒的

多数を占め，全体の中で占める所得総額でもそれ相応のものを得ていたと推測されるのである。換

言すれば，所得の中心は依然として農業関連のものではあるものの，ヴィクトリア中期は歴史上唯

一の自生的産業革命の展開をあとづけるような中小資本家層を中心とした産業資本主義段階，まさ

にイギリス個人資本主義を如実に示す所得分布をみサていたと思われるのである。
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第4表　イギリスにおける産業所得・給与所得の分布状況，1904－5年度

　　　　　　　　　　　　（銀行・ディーラー等を除く，単位：ポンド，括弧内は％）

個人（被傭者を除く） 私　　企　　業 公　開　企　業

所得層 査定数 所得総額 査定数 所得総額 査定数 所得総額

160以下

P60～700

V00～2，000

Q，000超

126，213（33．4）

Q34、183（62．1）

P4，050（3．7＞

Q，894（0．8）

10，308，997（9．7）

U3，538，557（59．7）

P5，588．747（14．7）

P6，917，306（15．9）

7，826（13．2）

R1，138（52．6）

P2，346（20，8）

V，917（13．4）

　661，291（0．8）

P1，678，817（13．7）

P5，436，039（18．0）

T7，701，460（67．5）

8，157（26．0）

V，982（25．4）

T，702（18．1）

X，567（30．5）

　536，469（0．2）

R，024，3ユ6（1．2）

V，233，293（2．9）

Q36，538，232（95．7）

計 377，340（100．0） 106，353，607（100．0） 59，227（100．0） 85，477，607（100．0） 31，408（100．0） 247β32．310（100．0）

地　方　公　社 傭者（スケデュールDおよびE） 合　　　計

所得層 査定数 所得総額 査定数 ・所得総額 査定数 所得総額

160以下

P60～700

V00～2，000

Q，000超

6，052（62．0）

P，830（18．7＞

W55（8．8）

P．027（10．5）

　243，935（1。2）

@645．423（3．2）

P，028．772（5．2）

P7，962，214（90．4）

164，331（33．8）

R06，099（63．0）

P4，628（3．0）

kO69（0．2）

11、008，299（9．8）

W2，402，990（73．2）

P5，048，147（13，4）

S．118，769（3，6）

312．579（32．4）

T81，232（60，3）

S7，581（5。0）

Q2．474（2．3）

22．758．991（4．0

P61，285，103（28．2

T4，334，998（9．5

R33，237，981（58．3

計 9．764（100．0） 19，875．344（100．0） 486，127（100．0） 112，578、205（100．0） 963，866（100．0） 571，617，073（100．0

Parliamentary　Papers，1906，　vol．XXVI，Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，

1η伽4Revenue，　pp．228－229（646－647）より作成。

　ではヴィクトリア中期の繁栄期から45年を経た20世紀初頭，このスケデュールDの所得分布はど

のように変化したのであろうか。第4表は1904－5年度のスケデュールDならびにEの申告の内容を

第3表と同じように所得階層別に分類し，やや詳しく表示したものである。表中個人とあるのは商

店や小規模工場等の個人的営業主や弁護士・医者等の専門職の人々，私企業はパートナーシップを

主体とする同族的ないしは少人数の出資形態の企業，公開企業とは株式会社形態で発行株式を一般

に公開している鉄道会社に代表されるような大企業，地方公社は所得税の課税対象となる公共の事

業，そして官吏や一般企業に雇用されている上層ホワイトカラー層が被傭者という分類になる。表

より個人営業では年収700ポンド以下の所得層が査定数でも所得総額でも圧倒的多数を占め，ここで

は中産階級下層が主体であったことがわかる。また私企業の分野では，年収160－700ポンドの所得

層が中心を占めつつも年収700ポンド以上の所得層もかなりの割合を占め，中小資本家層の全体的な

底上げがみられたことはまず間違いのないところであろう。さらに被傭者の分野でも年収160－700

ポンドの所得層がかなりの割合を占め，こうした上層ホワイトカラー層が新たな中間層として成長

しつつある状況がうかがえる。1860年の数字が詳細な統計にもとついていないため正確なことはい

えないが，きわめて大雑把な推測が許されるならば，ヴィクトリア中期からエドワード期にかけて

イギリスでは旧中間層である個人営業主や小規模な私企業を主体とする中産階級下層，私企業を中

心とする中産階級中・上層，そして新中間層であるホワイトカラー層の中産階級下層が総体として

成長して全体的な底上げがおこなわれ，確固とした中間層を構成していたと思われるのである。こ

の間，こうした中間層はスケデュールD・Eの査定数ではおよそ27万から63万へと約2．3倍に増加

一226一



し，所得総額でも約5，635万ポンドから2億1，562万ポンドへと約3．8倍に増加したのであった。

　これに対して，1860年と1905年の間に最も顕著な変化をみせたのは年収2，000ポンド以上の所得層

であった。いわゆる中産階級上層ならびに最富裕層を構成する年収2，000ポンド以上の所得層は，

1905年においては45年前の査定数の約4．7倍の22，474，所得総額では実に約10．6倍の3億3，323万ポ

ンドへと著しい増加を示しているのである。そしてここでも1860年の統計の詳細が不明なため正確

な比較はできないが，第4表からみる限りこの急成長の主たる要因は株式公開企業，すなわち所有

と経営の分離した大企業への所得の集中にあるとみてまず間違いないであろう。もちろん所得の大

きさと企業の規模が一致するわけではないが，個々の企業は別として総体ととしてとらえた場合，

所得の大きさから企業の規模を類推してみてもそれ程大きな差異が存在するとは思えないのであ

る。こうしてみてみるとイギリス最後の繁栄期といわれたエドワード期は，中小資本家層や新中間

層の全体的な底上げに加え，大規模企業への所得の集中とそれにともなうそれら企業への投資階級

の所得の驚異的増加が認められる。1905年において，査定数では全体のわずか2．3％を占めるに過ぎ

ない年収2，000ポンド以上の中産階級上層，最富裕層ならびに大企業は，スケデュールD・Eの調査

対象となった所得総額の実に58．3％を占めていたのである。所得税改革をおしすすめ，所得税を税

収の基幹として位置づけていこうと構想する自由党の政策方針決定の背後には，こうした産業所得

を中心とした豊かな担税力の上昇という現実が存在していたと思われる。

　さて，以上の分析は主として20世紀初頭における所得税納税者約110万人27），しかもそのうちのス

ケデュールD・Eの申告納税者約65万人についての所得分布を示したものであるが，当時にあって

は所得税を納税するということ，すなわち免税点の年収160ポンド以上の所得を得ているということ

自体，すでに下層なりとも中間層ないし中小資本家層に属していることのあかしでもあった。それ

では，その他の大多数を占める労働者階級の所得はどれ程のものであったのであろうか。やや時代

は異なるが1912年の熟練労働者と日雇労働者の週給を示すと，建築関係の大工や配管工，機械工業

等の熟練職人で週給35～40シリング，年収にして90～100ポンド，日雇労働者では週給20～25シリン

グ，年収に換算して50～65ポンドと，所得税を負担する年収160ポンドには遠く及ばないのであるas）。

これを約70年程前の1840年代中頃の労働者の所得と比較すると，当時の紡績工で週給約20シリン

グ，陶器製造工場の熟練工で1日12時間，週72時間の労働で週給32～40シリングと，この70年間ほ

とんど変化がない29）。もちろん，食料品や衣類等の生活必需品の価格低下，住居等の社会資本の整備

等によ｝）　t労働者の生活水準はそれなりに上昇し，20世紀初頭においては世界で最も富める労働者

であったこともまた事実である。しかし，これまで分析してきた中塵階級や最富裕層の所得の伸び

と比較した場合，20世紀初頭のイギリス労働者階級は，ヴィクトリア中期と比較して相対的に，ま

た大不況期以降の19世紀末と比較してはホプズボームの述べるように絶対的にさえ貧困化したと思

われるのである。エドワード7世をとりまく人々の華やかな饗宴と中産階級の繁栄の影で，労働者

階級は失業の不安を抱えながら都市スラムの中に沈澱していった。貧富の差は拡大する一方であっ

た。
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　以上を総括すると，所得の分布状況からみた20世紀初頭のイギリス社会は，およそ次のようにな

るであろう。すなわち，ヴィクトリア中期からエドワード期にかけてイギリスは全面的に工業国家

へと変貌し，工業が文字どおり国民経済の中心の座を占めるに至った。また，農業は大不況期に生

じた運輸革命による安価な農産物の大量流入により壊滅的打撃を受け，農地は急速にその資産価値

を失いつつあった。地主富裕層はこの間，徐々に土地資産から金融資産へとその資産内容を転換し

始め，自由党による土地基本政策が明確に実施に移されたいわゆる「人民予算」の成立から第一次

大戦以降にかけて，その傾向は一段と顕著になるのである。工業の分野では個別企業の全体的な底

上げという状況のもとで中小資本家層の着実な成長がみられ，新たに専門職やホワイトカラー上層

’部の新中間層が形成されつつあった。しかしこの時期を最も特徴づけるものは大規模企業の発展で

あり3°｝，これら大企業と中小資本家が経営するいわゆる中小企業との間の所得格差は著しいひらき

をみせるに至った。エドワード期の繁栄を最も享受したのは，こうした大企業や海外への投資から

莫大な所得を生みだした中産階級上層から最富裕層であり，こうした奢修階級と中産階級中・下層

との間にも，中産階級と労働者階級の間同様，もはや越えがたい溝が生まれることとなった。最後

に，労働者階級はこうした繁栄の恩恵を受けることはなく，大不況期以降その実質所得の伸びは停

滞し，今世紀初頭には低下傾向までをもみせるようになった。大型の労働争議の頻発はこうした社

会不安，社会の歪のあらわれであり，人々は虚飾の繁栄のさなかにあらためて「貧困の発見」をす

ることとなるのである。そしてイギリスが海外資産の保全のため，また海外市場の確保のために帝

国主義政策をおしすすあ，パクス・ブリタニカの構図を維持・拡大していこうとするならば，海軍

を主体とした軍事力の拡充と同時に，こうした国内不満要因の除却，貧困化する労働者階級に対す

る様々な社会政策の実施が要求されてくることとなるのである。

lV　税収構造の変化と担税力

　これまで考察してきた社会状況のもとで，イギリスはボーア戦争以降，本格的な経費膨張の時代

を迎える。膨張の程度こそ，第1次大戦や第2次大戦期のような驚異的なものではないが，イギリ

スがこの20世紀初頭の時期にその後の経費膨張に対応すべくbその税収構造を変化させていったこ

とは，注目に値するであろう。ピーコックとワイズマンが述べた経費膨張とそれに対応する税収増

の時間的パターン，すなわち転位効果が生じた背景には，実は税収の量的な増加とともにそれに対

応した税収構造の変化，すなわち質的変化が随伴していたのである。この質的変化とは税収の主体

となる基幹税の転換を意味し，この時期，イギリスは税収の中心を関税や消費税といった間接税か

ら相続税や所得税等の直接税，その中でもとりわけ所得税へと変化させていった。それはあたかも

突然の経費膨張に対する即応的変化というよりも，イギリス社会経済の変化の過程に応じた担税力

の長期的展望にもとずく変化であり，国内の勢力バランスの変化の体現ともいえる内容のもので

あった。

　「小さな政府」と自由放任主義が支配的であった19世紀のイギリスにおいては，税収の中心はわず

一228一



かばかりの嗜好品にかけられた関税と消費税によって賄われ，それに対して所得税や相続税といっ

た直接税からの税収は，全体の約3割程度を占あるにすぎなかった。とりわけ19世紀後半において

は，自由主義の代名詞ともいえる自由党の宰相グラッドストン（W．E．　Gladstone）が政府活動が経

済に干渉することにあくまで反対し，最後まで所得税の廃止に熱意をそそいだのであった31）。しかし

経費膨張が顕在化していくなかで，税収の中心を間接税から直接税へと移行させていく一連の税制

改革は，主としてこの自由党政権のもとでおこなわれた。保守党（統一党）はその主要な支持基盤

である地主富裕層からの強硬な反対により，税制改革に関しては関税の増徴を主張するのみで，な

んら有効な方策を講じえなかったのである。

　間接税中心主義から直接税中心主義への転換をはかる自由党による一連の税制改革は，1894年の

ハーコート（W．Harcourt）による相続税改革により始まるといえるであろう。それは同時にグラッ

ドストンが政界を引退した年でもあり，自由主義の変容を特徴づける象徴的出来事であった。ハー

コートによる相続税改革は，従来からイギリスの相続税で優遇されてきた不動産への課税を強化

し，あわせて税率を累進化することによってそれまでイギリス社会を支配してきながら十分な租税

負担を負ってこなかったと思われる地主富裕層の租税負担を増加させようとするものである32）。こ

れは土地に対する課税を強化することによって土地を流動化し，地域開発の促進をはかるとともに

自由党の土地基本政策である自作農創設をすすめるための方策でもあった。この相続税改革によ

り，農業不況の影響でただでさえ苦境に陥っていた地主富裕層は，かつての魅力ある資産であった

土地にみきりをつけ，前述したように土地資産の売却と金融資産への転換をすすめていくこととな

る。こうした傾向は19世紀末の段階ではそれ程目立つものではなかったが，1909－10年度のいわゆ

る「人民予算」における地価税の導入という象徴的出来事により顕在化していくこととなり，第1

次大戦以降決定的となるのである33）。

　さて，相続税改革は実質的には税収の増加をともなったのではあるが，その主たる政策的意図が

大土地所有制の解体にあったのに対し，ボーア戦争後の本格的な経費膨張に直面した自由党は，い

よいよ所得税改革に着手することとなる。それは同時に相続税改革による土地への課税強化が，地

主富裕層のもつ豊富な担税力に期待するものであったのに対し，所得税改革による税収増の期待

は，それ以上に増大する産業・投資所得の持つ担税力に依存するものであった。これまで考察して

きたように，ヴィクトリア中期からエドワード期にかけてイギリス経済は全面的に工業に偏重した

構造をとるに至り，産業関連からの税収であるスケデュールDは，イギリス所得税のなかできわだっ

て重要な位置を占めるに至ったのである。自由党政権による所得税改革は，2つの段階を経ておこ

なわれた。まず1907－8年度に所得税に差別制が導入され，1909－10年度のいわゆる「人民予算」に

おいて累進制が導入されたのである。1907－8年度の差別制の導入は，将来の税率引き上げ，累進制

の導入を前に，年収2，000ポンド以下の稼働所得に軽減税率を適用し，中小資本家層に恩恵を与える

とともに，応能負担の原則をよりきめ細かに実施しようとするための方策であった。そして2年後

の1909－10年度予算において，一般税率の引き上げとともに超過税という形で累進制が導入され，
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第5表　イギリス国家歳入の推移、1911・24年（単位：千ポンド、括弧内は％）

年　度 1911－2 1914－5 1917－8 1920－1 1923－4

関　税 33，649（21．7） 38，662（20．4） 71，261（11．6） 134，003（13．0） 119，958（16．7）

消　費　税 38，380（25．8） 42，313（22．4） 38，772（6．3） 199，782（19．4） 147．970（20．6）

自動車税 7．073（0．7） 14．691（2．0）

相　続　税 25，392（16．4） 28，382（15．0） 31．674（5．2） 47，729（4．6》 57．800（8．1）

印　紙　税 9，454（6．1） 7，577（4．0） 8，300（1．4） 26，591（2．6｝ 21．570（3．0）

地　租 750（0．5） 630（0．3） 665（0．1） 650（0．1｝ 600（0．1）

家　屋　税 2，130（1，4） 1，930（1．0） 1，960（0．3） 1，900（0。2） 1、900（0，3）

所　得　税 41，804（27，0》 59，279（31．3） 216，252（35．3） 338．865（32．8） 269，331（37．5）

超　過　税 3，000（1．9） 10，120（5．4） 23，257（3．8） 55，281（5．3） 60，640（8，4）

超過利潤税 220．214（35．9） 219，181（21．2）

法人所得税 650（0．1） 23．340（3，3）

地　価　税 481（0．3） 412（0，2） 685（0．1） 20（0．0） 260（0，0）

租税収入計 155，040（100．0） 189，305（100．0） 613，040（100．0） 1，031，725（100．0） 718，060（100，0）

郵　便 19．650（65．4） 20，400（54．6） 25，200（26．8） 36，100（9．1） 32，840（27．5）

電　信 3，105（10．3＞ 3，000（8．0） 3，500（3．7） 5，200（1．3） 5，570（4．7）

電　話 2，945（9．8） 6，250（16．7） 6，600（7．0） 8，200（2．1） 14，390（12．1）

王　領　地 530（1．8） 545（1．5） 690（0．7》 660（0，2｝ 920（0．8）

諸借款収入 1．281（4．3） 1．277（3．4） 6．056（6．4｝ 30，771（7．8） 12，607（10．6）

専売特許等 1，031（3．4） 961（2．6） 934（1．0） 1，802（0．5） 1，695（1．4）

民生局収入等 1，508（5．0） 4，956（13．2） 51，214（54，4） 311，527（79．0） 51，087（42，9）

租税外収入計 30，050（100．0） 37，389（100．0） 94，194（100，0） 394．260（100．0） 119，109（1000）

歳　入　計 185，090 226，694 707，234 1，425，985 837，169

SlatiStical／Abst，’actノ’or　tlte　United　Kingdom，　No．69，1926，pp．2－3より作成。

第6表　所得税税率と税収額の推移、1911・25年（金額の単位　千ポンド）

年　度 一般税率 稼働所得税率 超過税率 税収額

1911・2 1s．2d． 9d．～1s．2d． 6d． 44，804

1912－3 1s．2d． 9d．～ls．2d． 6d． 44，806

1913・4 1s．2d． 9d．～ls．2d． 6d． 47，249

1914・5a〕 1s．3d． 9d．～1s．3d． 5d．～1s．4d 69，399

1915・6b） 2s．6d。 1s．6d．～2s．6d． 10d．～2s．8d． 128，320

1916・7 5s． 2s．3d．～5s． 10d．～3s．6d． 205，033

1917－8 5s． 2s．3d．～5s． 10d．～3s．6d． 239，509

1918・9 6s． 2s．3d．～6s． 1s．～4s．6d， 291，186

1919－20 6s． 2s．3d．～6s． 1s．～4s．6d． 359，099

1920－1c） 6s． 1s．6d．～6s． 394，146

1921－2 6s． 1s．6d．～6s． 398，757

1922－3 5s． 1s．6d．～6s． 379，045

1923－4 4s．6d。 1s．6d．～6s． 329，971

1924・5 4s．6d． 1s．6d．～6s． 336，516

　a）1914－5年度の税率は、最後の4ヵ月間2倍にされた　b）1915－6年度の税

率は、後半40％引き上げられ、超過税も3s．6d．まで引き上げられた　c）1920－1

年度以降、稼働所得に対して課税所得額の10分の1（最高£200を限度）の所得控

除が認められた。　Statistical、A　bstract　for　the　United　Kingdom　，　No．69，1926，pp．

2・3より作成。
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所得税の基幹税化が現実のものとなっていくのである。1909年4月29日の4時間半に及ぷ歴史的予

算演説において，蔵相ロイド・ジョージ（D．Lloyd　George）は1907年恐慌の影響でほとんどの税目

が期待した税収をあげられなかった1908－9年度の決算を概観し，所得税のみが当初予定よりも100

万ポンド近い増収を示したことをとりあげ，「過去において所得税ほどこのような試練の時にも耐え

うるような財源はなかったし，これほど確実に税収をあげられるような税はないであろう」St）と述

べた。自由党が中小資本家層以上の所得層の担税力に依存するかたちで経費膨張に対応しようとし

たことは明白であった。「人民予算」においてはあまりにも急速な経費膨張に直面して間接税部分の

増税が同時におこなわれたため，税収の直間比率の逆転はわずかばかりにとどまったが（間接税47。

5％，直接税52．5％，1911－2年度），その後第5表にみられるように第1次大戦前後を通じて直接税，

とりわけ所得税への依存度が強まり，所得税は基幹税として税収の中心を占めるに至った。第1次

大戦後の1923－4年度では所得税は全税収の45．9％を占め，それは関税と消費税をあわせた税収（37．

3％）をはるかにしのぐ税収をあげているのである。また，この間の所得税の税率の変化を示すと第

6表のようになる。1904－5年度の所得税税率が1ポンド当り1シリング（5％），税収が3，100万ポ

ンド弱であったのに対し，1920－1年度の最高税率は一般税率と超過税率を加えておよそ1ポンド当

り12シリング（60％），税収は13倍近い3億9，400万ポンドをあげているのである。20世紀初頭に自

由党が期待した産業所得の担税力が現実の税収を支えたのであった。

V　結語

　かつて現代国家における社会的進歩により国家活動が増大し，経費膨張の傾向がたえず生ずるこ

とを提唱したワーグナー（A．Wagner）に対し，ピーコックとワイズマンはその経費膨張にある時

間的パターンがあることを指摘し，それを転位効果と名づけた。彼らはそれが第1次大戦期と第2

次大戦期のイギリスに明瞭にあらわれたことを述べたが，これまで考察してきたようにこうした経

費膨張は，程度の差はあれボーア戦争後にも生じていた。激化する資本主義諸烈強による植民地市

場争奪戦とそのための軍事支出の増大に加え，イギリスにおいては第3次選挙法改正にともなう成

年男子労働者の大多数の選挙権獲得により，20世紀初頭以降，1908年に実現した老齢年金制度をは

じめとして国家的規模で社会政策費が増大していく。それはピーコックとワイズマンが転位効果に

随伴して生ずるとした集中過程のあらわれでもあり，イギリスでは以後国家的規模で様々な社会政

策が実施されていくこととなるのである。経費膨張は対外的な軍事費の拡大と国内的な社会政策費

の拡大が時を同じくして生じる帝国主義期に特徴的にみられた過程であった。

　では，この経費膨張に対応する税収のほうはどのような変化をみせたのであろうか。本格的な経

費膨張の時代を迎え，イギリスは税収構造を間接税中心主義から直接税中心主義へと変化させてい

く。それらの一連の税制改革はすべてランカシャー綿業，シティ金融利害，労働者階級という三つ

巴の相関のうえに成立した自由党政権のもとでおこなわれ，1907－8年における所得税への差別制の

導入，1909－10年度の所得税への累進制の導入という2つの段階を経て，イギリス国家歳入におけ
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る税収の中心は間接税から直接税，とりわけ所得税へと移行していった。この変化の背景には，ヴィ

クトリア中期からエドワード期にかけての産業所得の著しい成長があった。それと同時に，自由党

の土地基本政策と大不況期以降の農業不況により，土地は資産としての魅力を徐々に失い，「人民予

算」における地価税の導入という象徴的政策の実施により，地主富裕層はいっきょに土地資産から

金融資産へとその資産内容を転換させていく。もはや所得の中心は農業ではなく，産業とそこへの

投資にあり，経費膨張に直面した自由党政権は，そこに存在する豊かな担税力に将来の税収の基盤

第7表　所得階層別租税負担率の変化，1903－19年（％）

所得 全　額 稼　働 所　得 半　額 稼　働 所　得
（ポンド） 直接税 間接税 計 直接税 間接税 計

1903－4

50
一

8．7 8．7 0．8 8．7 9．5

100
一

5．6 5．6 1．2 5．6 6．8

150 0．2 4．3 4．5 1．4 4．3 5．7

200 1．1 3．7 4．8 2．3 3．7 6．0

500 3．5 1．8 5．3 4．7 1．8 6．5

1，000 4．9 1．2 6．1 6．6 1．2 7．8

2，000 4．8 0．9 5．7 6．5 0．9 7．4

5，000 4．8 0．7 5．5 6．8 0．7 7．5

10，000 4．7 0．3 5．0 7．3 0．3 7．6

20，000 4．7 0．2 4．9 7．5 0．2 7．7

50，000 4．7 0．1 4．8 7．9 0．1 8．0

1913－4

50
一 8．0 8．0 0．8 8．0 8．8

100
一

5．4 5．4 1．2 5．4 6．6

150 0．2 4．2 4．4 1．4． 4．2 5．6

200 0．4 3．6 4．0 1．7 3．6 5．3

500 2．6 1．8 4．4 5．3 1．8 7．1

1，000 4．0 1．2 5．2 7．1 1．2 8．3

2，000 4．0 0．9 4．9 7．5 0．9 8．4

5，000 6．0 0．7 6．7 8．9 0．7 9．6

10，000 7．7 0．3 8．0 11．5 0．3 11．8

20，000 8．1 0．2 8．3 12．8 0．2 13．0

50，000 8．3 0．1 8．4 13．5 0．1 13．6

1918－9

100
一

9．9 9．9 1．2 9．9 11．1

150 0．2 8．8 9．0 1．4 8．8 10．2

200 0．2 7．7 7．9 1．4 7．7 9．1

500 7．0 3．2 10．2 10．3 3．2 13．5

1，000 14．9 2．0 16．9 18．6 2．0 20．6

2，000 22．7 1．3 24．0 26．8 1．3 28．1

5，000 35．9 0．7 36．6 38．5 0．7 39．2

10，000 42．0 0．5 42．5 45．8 0．5 46．3

20，000 47．3 0．3 47．6 52．0 0．3 52．3

50，000 50．5 0．1 50．6 58．1 0．1 58．2

　16歳以下の子女3人をもつ世帯を想定。ROPort　Of　the　Commit－

tee　oil　National　Debt　and　Tuation，1927，　pp．94－95より作成。
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をみいだしたのであった。

　しかも貧富の差が確実に拡大しつつあった20世紀初頭の社会状況において，直接税部分を累進化

し，間接税部分を軽減することは，老齢年鈴1度等の財政支出政策とあわせ，所得再分配の機能を

もつものであった。負担の増加を国民に強いるのであれば，その負担が公平であるべきことがその

前提となるのであり，転位効果はこうした公平な税制実現へ向けての政策とあわせて現実のものと

ならざるをえない。直接税中心主義への転換とその累進化は，こうした公平な税制を実現させるた

めの主要な方策であった。第7表は20世紀初頭から第1次大戦後へかけての所得階層別租税負担率

の変化を示したものであるが，第1次大戦までは自由党の中産階級保護政策により，中産階級下層

が租税負担率でかなり優遇されたが，転位効果が明瞭となる第1次大戦以降は，ほぼ応能負担の原

則が貫かれているのである。イギリスにおける経費膨張，「小さな政府」から「大きな政府」への転

換は，戦争という混乱期を経て，税収構造の変化と公平な税制実現の動きとあわせて，現実のもの

となっていったのである。
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